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学校法人東邦大学 令和２年度事業計画 

 

 

Ⅰ．はじめに 

新型コロナウイルス感染症（COVID-19)の感染拡大が止まらぬなか、令和 2 年度は東京

オリンピック・パラリンピックの開催の年であり、大会での医療支援体制を整えるとともに、

法人全体で同感染症への対策を講じていく。本法人では、平成 29 年度に開設した健康科学

部が完成年度を迎え、大学の全容が整う年となる。大学では「東邦大学グランドデザイン

2025」で明確にした「ありたい姿」への実現に向けて取り組むとともに、平成 31（令和元）

年度に受審した大学機関別認証評価の結果も踏まえ、引き続き大学一丸となって改善改革

に努めていく。中学・高等学校では、新学習指導要領や高大接続改革の実施など大幅な教育

改革により、受け身の教育から能動的学習への転換が図られるなか、大学との連携をより一

層強化し、高大接続を見据えた教育プログラムを推進していく。又、改正私立学校法も施行

され、本法人においても新制度への対応に取り組み、運営基盤の強化と教育の質の向上およ

び運営の透明性の確保をめざす。 

平成 31（令和元）年度は、消費税増税や医療の高度化に伴う経費増加などの影響を受け、

財政面において、苦戦を強いられたものの、額田医学生物学研究所からのご寄付により、基

本金組入前当年度収支差額の黒字を確保できる見込みである。令和 2 年度は、診療報酬改

定の年であり、法人の収益の柱である３病院においては、3 病院運営戦略会議や経営会議を

通して収支底上げ施策等を着実に実施するとともに、経費節減プロジェクトを中心にコス

ト管理施策を推進していく。又、令和 4 年の事業開始に向けた羽田戦略特区プロジェクト

やその他の設備投資等の資金需要に備えるため、財政基盤を一層盤石のものとし、持続的成

長力の獲得に努めていく。 

令和 2 年度は、平成 31（令和元）年度から令和 3 年度の中期経営計画の 2 年目となり、

関連する各種計画との整合性を図りながら着実に実行し、最終年度への成果につなげるべ

く、下記の事業を推進していく。 

 

 

II.主要な事業計画 

１．高等教育・研究 

（１）入学志願者および優秀な学生の確保 

【大学】 

入学志願者数の 10,000 人以上の維持およびさらなる向上に向け、前年度新たに設置され

たアドミッションセンターが高等学校や教育産業から収集した志願者数および動向等の情
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報の分析等を行うとともに、学事統括部大学広報課が中心となり、志願者動向等の情報の分

析結果に基づいた全学的な広報活動を行う。引き続き、建学の精神に沿った教育の認知・共

感の獲得をもとに、安定して受験生・保護者に「選ばれる大学」となるよう、施策を推進し

ていく。 

 

（２）国家試験合格率の高位安定化 

平成 31 年の国家試験合格率（新卒・既卒合計）は、医師 91.3％（全国平均 89.0％）、薬

剤師 86.4％（同 70.9％）、看護師は看護学部 96.5％・佐倉看護専門学校 100％（同 89.3％）、

保健師 90.5％（同 81.8％）、臨床検査技師 95.0％（同 75.2％）と、前年に引き続き好成績

であった。国家試験合格率の高位安定化に向け、学部ごとに以下の取り組みを行う。 

 

【医学部】 

修学支援センターの強化とメンター制を充実させ、国家試験対策を充実させる。又、令和

2 年から必修化が決定している臨床実習後 OSCE（PccOSCE）対策として、4 年次の「臨床

推論演習」・「臨床検査・生理機能検査実習／シミュレーション実習」において臨床能力の基

本を学ぶとともに 5 年次の診療参加型実習を充実させる。又、ディプロマ・ポリシーの達成

度による学習評価等を実施する。 

 

【薬学部】 

低学年開講科目で TBL（Team-Based Learning）を実施し、自学自習を入学時より習慣

づける。又、統合型演習科目の実施計画を策定し、演習科目の年間予定を受講学生に提示す

るとともに個人ごとの学習スケジュール策定の重要性を入念に周知する。 

6 年次秋学期には、個々の学生の成績の経過について関係教員が情報共有し、それぞれの

学生に適した指導を行うとともに、教育内容の検証を行う。さらに、卒業時アンケート調査

の分析結果を吟味し、必要に応じて改善策を講じる。成績不振者の指導については、薬学総

合教育部門を中心として夏期休暇中の特別補講、個人面談を適宜実施する。 

 

【理学部】 

臨床検査技師国家試験合格率の高位安定化のため、4 年生春学期で国試受験資格科目をす

べて履修させ、秋学期から国試対策講義、複数回の模擬試験を実施する。又、医療人として

の自覚と実践的知識・技術の定着を図るため、8 月より 5 週間の臨地実習（本学医療センタ

ー3 施設と他大学病院 5 施設、総合病院 2 施設）を実施する。3 年生にはチーム医療演習の

履修、国試対策指導、職場見学を実施し、早期準備を促すとともに、職務理解と勉学意欲向

上を図る。さらに、臨床検査技師としての先進的な知識・能力の向上と飛躍のため、希望者

に対して遺伝子分析科学認定士試験の受験を指導する。 
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【看護学部】 

国家試験合格率の高位安定を図るため、国試対策委員、アドバイザーが協力し、修学支援

を行う。看護師課程については、3 年次から国試対策ガイダンス、国試必修対策講座、低学

年専門基礎模試を実施し、4 年次には、初頭ガイダンス、国試対策講座、国試必修対策講座、

模擬試験、出願書類の書き方ガイダンス等を実施する。保健師課程については、4 年次に国

試対策講座、模擬試験を実施する。又、模擬試験の成績不振者には、国試対策委員会、アド

バイザーが個別指導を行い、面談や体調管理のアドバイスなどの充実により勉学意欲の向

上・成績改善を図る。 

 

【健康科学部】 

令和 2 年度に完成年度を迎え、令和 3 年看護師・保健師国家試験を第 1 期生が受験する。

国家試験の合格率高位安定をめざし、引き続き 1 年次から 4 年次を通した国家試験対策を

検討し、実施していく。 

 

（３）教学マネジメントによる教育の質保証 

 大学協議会の指示、命令のもとに本学の教務に関する基本方針や構想、取り組み等につい

て審議し、適正な遂行を図ることを目的に、令和元年度 7 月に東邦大学全学教務委員会を

立ち上げた。全学教務委員会での検討に基づき、令和 2 年度より学士課程において全学的

にアセスメントテストを導入するとともに、ディプロマ・ポリシーに基づきアセスメントプ

ランを策定することが決定された。本年度はアセスメントテストの初回実施および各学部

におけるワーキンググループによるアセスメントプランの策定作業を行う。又、学部ごとに

は以下の取り組みを行う。 

 

【医学部】 

引き続き、平成 28 年度にスタートした学習成果基盤型（修得型）の新カリキュラムの円

滑な運営に努める。又、令和 3 年度の JACME 分野別認証評価受審に向けた準備の進捗状

況を確認し進めていく。 

 

【薬学部】 

「改訂薬学教育モデル・コアカリキュラム」に基づいた薬学教育プログラムを推進する。4

期制の新しい実務実習教育を検証し、教務委員会で検討するとともに改善案を提示する。最

終年度の教育を充実させ、高い卒業率の維持向上をめざす。又、令和 3 年度受審予定の第三

者評価（第二期）で適合判定を獲得するための受審準備状況を検証し、提出書類を作成する。 

 

【理学部】 

教育に係る学部内競争的資金「教育活動推進基金」の運用を開始し、学生の成長を促す実
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践的な教育の取り組みを支援する。 

 

【看護学部】 

現行カリキュラムの評価は教育推進検討委員会で実施しており、課題、検討事項が報告さ

れている。この改善と令和 4 年指定規則改正を踏まえた新教育課程の策定を進める。策定

にあたっては厚生労働省、文部科学省の方針を踏まえ検討する。 

 

【健康科学部】 

専門知識・技術の修得を保証するため、4 年次に「臨床実践技術の探究」および「到達度

試験」を実施する。1 年次および 4 年次にアセスメントテストと TOEIC を実施する。又、

回収率向上も視野に入れた卒業時アンケート調査のシステム化を検討する。現行カリキュ

ラムを評価し、令和 4 年指定規則改定にむけて、カリキュラム改正案を検討する。 

 

引き続き、全学的および学部・課程ごとの検討および取り組みにより、PDCA サイクルを

回していくことで、教学マネジメントを強化し教育の質保証につなげていく。 

 

（４）特色ある教育への取り組み 

 学部構成の特徴と教育理念に基づき、医療現場での多職種連携が可能な人材の育成、多様

性の理解に基づくジェネリックスキルの涵養、愛校心の醸成、自然科学系総合大学の特色を

生かした共同研究や教育連携の可能性を高めることを目的に、共通教育を実施している。本

年度も全学部の学生が履修可能な教育プログラムとして、生命倫理シンポジウム、実用医療

英語、チーム医療演習の実施を予定している。本年度より、佐倉看護専門学校跡地に「東邦

大学さくら教育研修センター」が開設されることを受け、宿泊を伴うプログラムであるチー

ム医療演習については、開始以来初となる学内施設での実施を計画している。 

 

【医学部】 

 平成 28 年度に学習成果基盤型（修得型）の新カリキュラムがスタートしてから 5 年目を

迎える。能動学習を推進するとともに、人文・社会学科目を必修科目とし人間性教育の強化

を図っている。又、科学的探究心と思考能力の育成を図るために、必修化した卒業研究の充

実を図るとともに、科目等履修生として大学院医学研究科博士課程の授業科目を履修し、単

位を先行履修できる制度を導入している。 

特色ある授業としては、全人的医療人教育の充実と多彩な選択科目の設定、2 年次に行う

医薬合同生命倫理演習、多職種連携・チーム医療への意識強化を図る。又、国際化に向けた

医学英語力強化のため、4 年次に English OSCE を実施している。 

 

 



 

6 

 

【薬学部】 

 学術交流協定締結校である瀋陽薬科大学との短期交流プログラムを令和 2 年度も継続し

て実施する。平成 29 年度より、新たに学術交流協定校となったアメリカ・カリフォルニア

州のウェスタン健康科学大学からは、本年度も短期研修生を受け入れる予定である。5 年次

開講の「海外実務実習」は、アメリカ・テキサス州の Baylor Scott & White 記念病院・同

小児病院とポーランドのグダンスク医科大学で実施する予定である。薬剤師に必要とされ

る基本的資質であるコミュニケーション能力を醸成するため、1 年次にグループワークを取

り入れた授業を引き続き実施する。あわせて 2 年次および 4 年次に多職種連携の必要性の

理解とチーム医療への意識づけを図る。特に、医学部生と合同で実施される参加型学習の

「ヒューマニズムⅡ」では、高大接続の観点から、引き続き高校生の参加を募る。5 年次に

は、将来のキャリアデザインおよび生涯にわたる自己研鑽のため、「社会への招待」を開講

する。又、1 年次には習志野キャンパス共通教育科目「人間と生命」、「現代日本史」、「国際

関係論」を開講している。これらの共通教育科目の履修により、学部を越えた学生間の交流

や学習の機会となることが期待される。 

 

【理学部】 

令和 3 年度入学生より学生の学修状況を踏まえた科目配置、履修単位等の見直しを含め

たカリキュラム改定の実現に向けて全学科で検討していく。なお、情報科学科では上記に加

え、データサイエンス教育の充実をめざした科目を設けるための準備を進める。又、平成 31

（令和元）年度より本格的に活用し始めた Moodle を用いた双方向型教育を引き続き実施し

ていく。教員養成課程においては、平成 31（令和元）年度からの教育職員免許法改正に伴

い、新規の科目が令和 2 年度から開講することとなるため、円滑に実施できるように努め

る。又、平成 29 年度から複数学部の交流型教育として開始した習志野キャンパス共通教育

科目「人間と生命」は開講 3 年目の平成 31（令和元）年度は履修希望者が増えたことから

履修可能学生数を増やし、少しずつ認知されてきた。薬学部開講科目の一部を理学部生も履

修できるよう引き続き実施していくとともに、現在全学的な検討が行われている共通科目

開設に向けて検討していきたい。 

 

【看護学部】 

看護学を通じて保健・医療・福祉に貢献するため、深い知識と優れた技能および高い倫理

観に基づいた、豊かな人間性を備えた良き医療人の育成を教育理念として掲げている。現カ

リキュラムで重視している「人間性の形成」、「国際感覚の育成」、「感染関連科目の充実」、

「がん看護教育の充実」といった特色ある教育を推進していく。一般教育領域の外国語科目

では、「語学」「異文化理解」教育を行っている。「語学」教育の達成度評価のため TOEIC を

毎年実施しているが、学生が達成度を実感できるように実施学年を変更する。海外研修科目

では、過去にヨーロッパ、沖縄、オーストラリアと社会情勢に合わせて変更してきた。平成
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31（令和元）年度よりポーランドでの研修を開始しており、「人間性の形成」「国際感覚の育

成」につながるよう改善していく。必修科目である卒業研究を通して、学生の科学的思考力

を育成するとともに、自立した人間として主体的に判断し、多様な人々と協働しながら新た

な価値を創造する力が身につくよう指導する。 

 

【健康科学部】 

令和 2 年度は、生活に根ざした健康志向および看護実践力育成のための教育を開始して

4 年目となる。4 年次には、看護学および関連学問の学びを統合して健康生活を支援するた

めの看護実践について探究する実習科目を開講し、到達度試験とともに専門的知識・技術の

修得状況を確認し保証する。自然科学を看護活動の根拠とし問題を自ら探究できる能力を

養うために、「看護研究」を開講する。一連の研究過程を通して、研究成果の意義、看護へ

の応用についての理解を深める。倫理教育については、実習および演習での倫理的題材や思

考展開を基に、4 年次開講科目により倫理観の醸成につなげる。又、引き続き、関係形成力

の強化を企図した科目を開講しリーダーシップ育成教育に努める。共通教育科目の履修、お

よび習志野キャンパス共通教育科目の聴講を促すとともに、2 年次生では「感染看護」の授

業の一環として医学部開講科目に参加する等、他学部生とともに学ぶ機会を提供する。異文

化理解の促進を目的に 2 回目の海外研修を実施予定である。平成 31（令和元）年度同様、

TOEIC の導入、学年別学修目標到達度評価の実施により、学生の主体的学習および自己教

育力を促進する。保健師課程専門科目を開講して 2 年目となり、生活者の健康を支援する

保健師の専門性を教育する。又、自由科目の一部は全員が履修するようにし、初年次教育を

強化する。 

 

（５）大学院の充実 

【医学研究科】 

 大学院教育、研究指導に関するファカルティ・ディベロップメント（FD）を実施し、大

学院の授業、研究環境の充実を図るとともに、大学院生のコースワークおよびリサーチワー

クの時間を十分に確保することで、修業年限内での修了をめざす。又、連携大学院分野の研

究活動を検証し、さらに強化する。学生募集においては、継続的に積極的な広報活動を行う。 

 

【薬学研究科】 

 奨励研究、学部内共同研究等の学部内研究助成を継続するとともに、企画委員会を中心と

した中長期計画に基づく先進的共通機器・設備の導入のための支援を行う。さらに、薬学研

究科教育委員会を中心に入学者の安定的確保のための施策を検討する等、大学院・研究環境

の充実を図る。 
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【理学研究科】 

博士後期課程の教育課程の編成・実施方針に、課程編成に関する基本的な考え方を明記し、

教育効果の向上を図る。従来の研究指導計画書の作成に加えて、研究指導の方法およびスケ

ジュールをシラバスに明記して予め提示することにより、研究指導のより一層の有効化を

図る。又、研究倫理教育の受講を徹底する。大学院生の経済的支援を充実させるため、前年

度に拡充を決定した RA（リサーチアシスタント）制度を運用し、制度利用者数の前年比倍

増をめざす。 

 

【看護学研究科】 

 平成 25 年 4 月の看護学研究科開設以降、看護学に対する社会のニーズは変化しており、

大学院教育のさらなる充実が求められている。新分野設置・既存分野統合等、開講分野の再

整備を行うことによって専門性を確保し、入学志望者が選択しやすくなるようにカリキュ

ラム改正を実施した。令和 2 年度入学生から新カリキュラムを施行する。又、大学院学生の

教育・学事に関する利便性向上のため、Active Academy システムを導入する。大学院学習

要項・便覧の Web 化により、社会人学生が学外閲覧可能な環境を構築する。令和 4 年指定

規則改正により、学部の教育課程改正が進められるため、大学院の教育課程改正も連動して

検討していく。 

 

（６）教学環境の整備 

【大森キャンパス】 

 医学部では、100 人以上が対応可能なインターネット環境を整備し、ICT を取り入れた医

学教育を充実させ、主体的、協働的な学びの場として活用されることにより、学生の教学環

境に対する満足度向上をめざす。又、快適なアメニティ環境の整備として 1 号館ピロティ

を改修するほか、魅力ある施設・設備の整備として、RI 施設を廃止するとともに、動物実

験センター空調設備および大型研究機器を更新することで、研究支援体制の強化をめざす。 

看護学部では必要な機器備品を整備し、フィジカルアセスメント教育推進のための環境

を整える。学部・大学院ともに Active Academy システム改修による教育・学事の利便性向

上を図る。又、学部の卒業研究論文集、海外研修報告書等の Web 化により、閲覧しやすく

する。 

 

【習志野キャンパス】 

習志野キャンパス南側ゾーンの再整備計画については、キャンパスの顔である正門およ

びその周辺を中心に整備を開始し、公道に面した外構部、駐車場や駐輪場他の整備も含め、

2 年間の工期で完了をめざす。 

薬学部では、実習室、外部改修、照明、空調などの教育研究施設の整備を行う。又、薬用

植物見本園の再整備の計画について、薬学部教育研究環境整備検討委員会および習志野地
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区教学環境整備検討委員会での検討を進める。 

理学部では、学習意欲のさらなる向上を図るため、理学部 III 号館と V 号館の講義室を中

心に修学環境を整備するとともに、ラーニングコモンズを拡充する。又、教育用機器充実費

を 3 学科ずつ重点配分して教育環境の充実を図る。さらに、研究環境としては、理学部 I、 

II 号館の実験室を整備するとともに薬品管理を徹底し、研究環境の利便性と安全性の向上

を図る。 

健康科学部では、学生の教育研究施設や設備に係る補助金獲得に向け情報収集し、補助金

申請を検討していく。 

 

（７）修学支援および学生生活支援の充実 

 経済的支援が必要な学生への対応として、令和 2 年度より開始される高等教育の修学支

援新制度の対象機関として文部科学省の確認を受けた。従来から対応している学外の奨学

金制度、独自の各種奨学金制度（青藍会、同窓会）、授業料減免制度等に加え、新制度を含

めた各種制度のスムースな運用を行うため、体制整備を行うとともに新入生、在学生への対

応を行っていく。 

 

【メディアネットセンターにおける修学支援】 

メディアネットセンターが中心となり、Learning Management System（LMS）を用い

た全学的な教育環境整備に取り組む。全教員が LMS を理解し授業に活用可能な状況を整え

るため、全学のルール作りや支援体制の整備が必要であることから、本年度は、5 学部の教

員にヒアリングを行い、運用ルールの策定、ヘルプデスクの設置、LMS 活用促進につなが

る FD 活動を実施する。 

 

【健康推進センターにおける学生生活支援】 

学生の健全な心身を維持増進し、学生が充実した大学生活を送ることができるよう、学生

の健康管理および修学又は日常生活上の問題についてのカウンセリングを引き続き実施す

るとともに、より充実した学生生活支援が行えるよう、健康推進センタースタッフの知識・

技術の向上・研鑚に努める。さらに、特別なサポートを必要とする学生への支援体制の整備

について学内関係部署とともに検討を行う。 

 

（８）就職・キャリア支援の強化 

【習志野キャリアセンター（薬・理・健）】 

習志野キャリアセンターでは、薬学部・理学部・健康科学部の学生・父母・教員、および

企業からのさらなる信頼を獲得すべく、就職支援プログラムの充実を図る。又、本年度も、

千葉県大学就職指導会など外部研修やセミナー・情報交換会へ積極的に参加し、キャリアセ

ンタースタッフの知識・スキルの向上に努める。 
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【看護学部】 

看護学部においては、大学で実施する卒業時アンケート結果から就職、進学に関する学生

満足度について把握し、進路就職支援の妥当性検証に活用するとともに学生への就職支援

方法の改善を行う。 

 

（９）研究の活性化と外部資金の獲得および不正防止の徹底 

令和 2 年度文部科学省科学研究費助成事業の新規申請は 252 件で、前年度比 10 件の減少

となった。その他の外部資金とともに、申請数増加および採択率向上に努める。 

研究支援においては、教育・研究支援センターが運営主体となり、東邦大学のブランディ

ングとなるような大型研究を支援する新規学内補助金「東邦大学重点領域研究補助金

（TUGRIP）」の運用を令和 2 年度より開始する。さらに、本学の研究の動向を分析し研究

推進の方略をたてる URA（University Research Administrator）を新たに配置し、全学の

研究活動の活性化を図る。又、ダイバーシティ推進センターと連携し、両立支援を取り入れ

た、研究者への還元性の高い研究支援活動を行う。 

管理面では、令和 2 年度もガイドラインに則した体制整備の要件を満たしつつ、不正防

止対策ならびに使用ルールの改善を行っていく。又、科研費採択研究者による発生源入力に

ついては、平成 28 年度以降に習志野地区、大森地区で順次運用を開始したが、本年度も引

き続き新規採択者を発生源入力対象者に追加し運用の拡大を図っていく。競争的資金に関

する研究支援の一環として、教育・研究業績データベースと researchmap の連動の年内完

了をめざす。又、引き続き全研究者等に対する研究倫理教育の受講義務化（eAPRIN 受講）

の徹底を図るとともに、科研費や他の競争的補助金の使用ルールやその改正点等について、

採択者および補助金の運営や管理に係る全教職員を対象とした説明会を実施する。説明会

未受講者に対しては、e-Learning の受講を義務化するとともに、受講者全員に習熟度テス

トを実施することで理解度を確認していく。 

研究者の研究環境を整備するための活動としては、研究者の国際的な研究活動の推進と

安全性を担保するための安全保障輸出管理を継続して運用する。同様に、「遺伝資源の利用

から生じる利益の公正かつ衡平な配分（ABS）」については、ABS 対応設立準備委員会のも

と、大学の取り組むべき方向性を明らかにする。研究者の研究環境を整備するための化学物

質管理は、全学管理をめざし、習志野地区から大森地区に管理システムを導入拡大するとと

もに学内周知活動を行う。これらの活動は教育・研究支援センターのサポートを受けながら、

本年度より学事統括部研究支援課が主幹となり行っていく。 

 

（１０）東邦大学国際交流センターの活動  

東邦大学国際交流センターと各学部の国際交流センターが有機的で緊密な連携を図るこ

とで、引き続き、大学全体の国際化を推進する。令和 2 年度は、広報の充実を図り、各研究
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科に関する情報や教員の研究活動を積極的に公開し、潜在的な外国人入学志願者・共同研究

者にアピールするとともに、現在 37 校ある協定締結大学の新規開拓につなげ、協定校数 39

校まで増加させることをめざす。さらに、国際交流支援に重点的に取り組み、各学部で行わ

れる国際交流関連イベントに積極的にかかわり支援する。全学の交流イベントである留学

生交流会への日本人学生の参加を促進するため、日本人学生の意見も参考に企画・実施する。

学内の交流イベント参加者数 440 名をめざす。 

 

（１１）社会連携の取り組み 

公開講座および小中高生向けのイベント等を引き続き開催し、地域との交流および児童・

生徒の科学への好奇心の育成に貢献する。令和 2 年度については、主に以下の取り組みを

予定している。 

 

【医学部】 

アウトリーチ委員会を中心に、中学生対象の「中学生 未来の医学“夢”スクール」を実施

する。 

 

【薬学部】 

社会貢献、近隣地域の方々や小中学生・高校生との交流を推進するため、公開講座（薬草

園一般公開を含む）、夏休み薬学教室、市区町村との連携により行われる市民公開講座や理

科教室等を開催する。 

 

【理学部】 

広報委員会および教育開発センターを中心に、公開講座、夏休み理科教室、高校教員のた

めの理科実験講座、たのしい科学のひろば等を実施する。又、高校を訪問して行う訪問授業、

高大連携講座、高校生を受け入れる大学見学、千葉県現代産業科学館の説明ボランティア活

動等も実施していく。 

 

【看護学部】 

教育研究成果の地域社会への還元として、公開講座、小中高への訪問授業、研究成果の発

信を行う。公開講座は、平成 30 年度に 1 回、平成 31（令和元）年度に 3 回実施したが、令

和 2 年度はさらに実施回数を増加し、研究成果の社会への還元に取り組む。 

 

【健康科学部】 

社会貢献活動の一環として、広報委員会を中心に近隣地域の方々および中高生を対象と

した公開講座、学問体験講座や研究室訪問等を実施する。 
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（１２）教育研究活動を行う適切な教員組織および教育研究組織の配置 

① 教員組織 

教員の資質向上および教員組織の改善・向上につなげるためファカルティ・ディベロップ

メント（FD）活動を組織的かつ多面的に実施する。令和 2 年度は、グランドデザイン 2025

に基づき全学的な GPA 制度に関する FD 等を予定している。又、大学および大学院設置基

準並びに学則・教員人事規程等に則り、専門分野のバランスに配慮した教員組織編制を行う。

学部等ごとの取り組みとして以下の通り予定している。 

 

【医学部・医学研究科】 

教育・研究・診療のバランスのとれた評価を行い、教員の意識向上を図るとともに、教員

昇任人事に実績表を活用する。FD については、医学教育ワークショップの他、医学教育講

演会を複数回開催し、教員の質向上を図る。 

 

【薬学部・薬学研究科】 

教員一人あたりの学生数（ST 比）の維持向上のため、学部の学生数と教員数を適切に把

握するとともに、教授会において年度ごとの定年退職数を把握し、計画的な人員補充が行わ

れるようにする。又、薬学部 FD として、アクティブラーニングを含めた教育法のあり方に

関するテーマで講演会 1 回、ワークショップ 1 回の実施を予定している。又、薬学研究科

FD では、研究活動の活性化に向けた教員の意識向上を図ることをテーマに、ワークショッ

プを実施する予定である。 

 

【理学部・理学研究科】 

理学部人事構想に基づき、人事計画の立案と採用人事の実施、教授会による点検評価を行

う。教育方法の向上、および、学生指導の情報交換等のためにワークショップ形式の教育 FD

と複数回のミニ FD を企画・実施する。又、研究 FD を企画立案する。 

 

【看護学部・看護学研究科】 

教育の質保証のため、教員数の安定的確保に努める。学部および研究科 FD それぞれにお

いて、参加者数の向上に向けて開催日時を検討する。又、令和 4 年指定規則改正により、教

育課程改正が進められるため、FD では新教育課程策定に向けた教職員の意識統合をめざす。 

 

【健康科学部】 

計画的な教員数の補充・着任手続きをする。又、研究推進に向け研究 FD を企画立案し、

実施する。 
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② 教育研究組織 

平成 31（令和元）年度に新たにアドミッションセンターおよび地域連携教育支援センタ

ーを設置した。設置 2 年目となる本年度は、アドミッションセンターでは入学者選抜方法

の改善につなげるため、高校および教育産業から収集した情報に基づいた分析を開始する。

又、地域連携教育支援センターでは、これまでの活動に加え、地域との関係性強化を企図し、

いえラボにおいて「暮らしの保健室」の運営を行う。大学協議会議案申請書に基づき、それ

ぞれ活動内容を評価の上、令和 2 年度中に組織の設置の適切性について検証をする。 

 

（１３）内部質保証システムの検証と自己点検・評価の実施 

本学では、教育・研究水準の維持向上を図るため、各学部・研究科等の自己点検・評価委

員会と学事統括部自己点検・評価企画運営委員会事務局等が連携し、7 年に一度、大学基準

協会による大学評価を受審する他、毎年度、自己点検・評価等を実施している。 

平成 31（令和元）年度に大学基準協会による大学評価を受審し、内部質保証システムの

明確化、再履修制度の運用、学習成果の測定と把握、一部の学部における入学定員管理等に

ついて、改善を要することが明らかとなった。令和 2 年度においては、受審結果を踏まえ、

改善事項等の対応を検討し、アクションプランを作成の上、改善事項等への対応を進める。

又、関連する刊行物や大学基準協会が実施するシンポジウム等に参加し、情報収集に努める

とともに収集した情報を学内で共有する。 

さらに関係する規程等を見直し、問題点等を抽出、改正を行うことで、恒常的な内部質保

証システムを確立する。 

 

 

２．中等教育 

（１）入学志願者および優秀な生徒の確保 

【付属東邦中・高等学校】 

完全中高一貫教育体制を推進するにあたり、平成 29 年度入試より高校の一般募集を中止

し、中学入試で複数の入試制度を導入するなど様々な入試改革を実施してきた。より優秀な

生徒の確保に向けて、本年度は各入試改革についての検証を予定している。一方で海外にお

いて高い英語力を獲得した生徒を受け入れるため、帰国生の入試および編入学試験に関し

て積極的な広報活動に取り組んでいく。 

  

【駒場東邦中・高等学校】 

 本校主催の学校説明会の実施、進学教室主催の学校説明会への参加、体育祭・文化祭への

見学案内の促進、さらにホームページのコンテンツ充実等の取り組みにより、本校の教育内

容について受験生や保護者にご理解いただき、受験へのモチベーションが高まるよう広報

活動を積極的に行っており、有能な生徒の確保につなげていく。又、在学生徒の奨学のため、
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家庭への支援を行えるよう、学内の菊地龍道記念奨学資金と深瀬悟史記念奨学資金制度を

充実させて周知を図る。 

 

（２）特色ある教育への取り組み 

【付属東邦中・高等学校】 

 「建学理念」「教育方針」を具現化する教育を培っており、リベラルアーツ型教育課程お

よび「自分探し学習」の展開によって社会的要請に応えることのできる意欲的な人材の育成

に尽力している。部活動では指導の質の向上と教員の勤務時間の適正化を図るため、技術的

な指導に従事する部活動指導員の導入を予定している。さらに令和 2 年度改訂の新学習指

導要領に基づく教育課程を編成し、大学入試改革へも対応する学習進度計画を作成してい

く。完全中高一貫教育体制への整備に合わせて、基礎学力、知識習得力そして課題探求力の

バランスを図る教養主義教育をめざし実践していく。 

 

【駒場東邦中・高等学校】 

 中高 6 年間を有機的・系統的に効率よく編成したカリキュラムによって学力と人間力の

育成を図り、社会貢献することができるバランスのとれた能力の向上をめざす。学習面では、

学習指導要領の改訂や大学入試制度改革などの社会的変化にも対応するカリキュラムを実

施し、生徒が希望する大学へ進学できる学力を養成する。一方で、体験実践型の授業、行事

では「自分で考え、答えを出す」習慣づくりを大切にしながら、学習活動、HR 活動、部活

動、学校行事などへの積極的な参加を通じて自ら進んで行動できるようなリーダーシップ

とリーダーをサポートして行動するフォロワーシップを身につける指導を行う。さらに、講

演会、研究室や職場訪問などのキャリア教育、国際交流行事などの国際理解教育も展開して

いる。 

 

（３）教学環境の整備 

【付属東邦中・高等学校】 

 シャワー付トイレ便座および洋式便器への改修、加湿器設置に向けた電源設備の増設を

行い、生活環境の向上を図る。又、教育環境整備として、安全点検を徹底するとともに、引

き続き校内照明の LED 化を進めるほか、生徒の安否確認システムを継続的に運用する。 

 

【駒場東邦中・高等学校】 

 グラウンドを有効活用するため人工芝化の計画を実行するほか、体育館の冷房設置を進

めて盛夏の熱中症対策を講じる。さらに、校内のセキュリティー強化を図り、防犯カメラの

設置を進める。又、校舎の大規模修繕や学習環境整備について中長期的な計画案を練る。 
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３. 医療 

（１）３病院の収支状況 

平成 31（令和元）年度は 10 月の消費税増税を受けた診療報酬改定があり、また半年で令

和 2 年度診療報酬改定を迎えることとなる。国の厳しい医療保険財政を受け、平成 28 年度

以降続くマイナス改定となるが、救急病院における医師の負担軽減や病院の機能分化に資

する取り組みへの加算が盛り込まれている。法人と医学部・３病院間で定期的に開催してい

る病院運営戦略会議や経営会議を通して、医療機関における働き方改革、2025 年問題に向

けた地域医療構想等を多角的に検討し、提供する医療に対し適切な収入を確保していく。 

さらに注視すべき課題は、高度医療化に伴い医療経費が著しく増加していることである。

特に薬品費については、高額薬剤が相次いで登場していることから、疾患別推奨薬品リスト

（フォーミュラリー）の導入を検討するとともに、後発医薬品への切り替えをさらに推進し、

入院での後発薬品がある薬品については金額ベースで 80％を目標に取り組んでいく。又、

法人全体で推進している経費節減プロジェクトとも連携し、法人主導項目である委託費・消

耗品費・印刷製本費等の適正化にも努める。 

 

（２）大森病院 

① 患者サービス 

医療安全対策、感染対策のさらなる充実を図り、特定機能病院として安全な医療の提供を

推進するとともに、地域の中核病院として地域住民の安心と安全のため、救急医療にも尽力

する。又、患者のプライバシーに配慮し、落ち着いた雰囲気の個室で相談できる特別診察室

を活用し、出生前診断・セカンドオピニオン・特別予約外来・脳ドック・先端健診等をさら

に増加させる等、患者のニーズにあった医療環境を提供する。 

 

② 医療の質の向上 

高度急性期病院として、特定入院料算定病床(救命 1・2、ICU、HCU)の稼働を高めつつ、

新たに SCU（脳卒中ケアユニット）6 床を新設して対象患者の積極的な受け入れを図る。

又、手術支援ロボット「ダ・ヴィンチ」、ハイブリット手術室、心血管インターベンション

室、放射線治療装置、CT、MRI、PET-CT 等の高度医療機器の稼働を推進する。なお、手

術室においては、周術期センターによる管理のもと、手術枠や麻酔科体制を見直し、効率的

な手術室運営により高難度手術・低侵襲手術件数の増加を図る。 

 

③ 地域（病診）連携の推進 

地域医療支援センターを中心に定期的に地域医療機関へ訪問し情報提供を行うとともに、

紹介元への適切な返信により紹介および逆紹介のさらなる増加をめざす。地域医療構想の

実現には医療機関同士の連携強化が必須であり、平成 27 年度から継続開催している３病院

の地域連携部門による合同会議をさらに活性化させ、情報共有を図りながらより良い連携
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活動の在り方を検討していく。 

 

④ 経営基盤の確立と強化 

病床稼働率の向上に向け、前日 15 時までの退院決定および午前退院・午後入院の徹底、

病棟フリーアクセス制のさらなる推進等により、効率的な病床運営を行う。又、令和 2 年度

より診療実績が好調な診療科の医師を増員し、新たな初診紹介患者・新入院患者の確保、救

急搬送患者の積極的な受け入れによる増収を見込んでいる。さらに、看護師の特定行為研修

の実施、医師事務作業補助者の充実により医師の業務負担軽減と効率化を図り、働き方改革

とそれに伴う加算（夜間 100 対 1 急性期看護補助体制加算、医師事務作業補助加算 25 対 1

等）の取得をめざす。 

 

⑤ その他の主な取り組み 

今年開催の東京オリンピック・パラリンピックでは、救護所を開設するなど協力体制を構

築するとともに、訪日外国人の増加へ対応するため、国際医療支援部を中心に外国人患者の

受け入れ体制の強化を進める。又、病院機能評価（Ver.2.0）と ISO15189「臨床検査室-品

質と能力に関する特定要求事項」（国際標準化機構が定めた臨床検査に関する国際規格に基

づく技術能力の認定）の継続受審に向けた準備を整えるほか、令和 4 年に予定されている

羽田空港跡地再開発事業についても、関係各所と連携しながら開設準備を進めていく。 

 

（３）大橋病院 

① 患者サービス 

高度急性期病院として、安全で質の高い医療を提供するとともに、救急搬送患者を柔軟に

受け入れる体制を整備する。又、319 床のベッドでより多くの患者を受け入れるため、患者

サポートセンターのベッドコントロール担当、病棟看護師、各診療科の担当医師、医事課等

の多職種が連携し、週末を含めた効率的な病床運営に取り組んでいる。 

 

② 医療の質の向上 

ICU、HCU、SCU の高稼働を引き続き維持しつつ、血管撮影装置や 3 テスラ MRI 装置、

ハイブリット手術室を生かした先進的な急性期医療を提供する。平成 30 年 6 月に開院した

新病院では、新たに感染症に対応可能な陰圧隔離室を整備しており、教職員の意識を高め感

染症への対応を強化する。又、令和 2 年 2 月に受審した病院機能評価（Ver.2.0）に引き続

き、卒後臨床研修評価機構（JCEP）による臨床研修評価受審にむけて準備を進めていく。 

 

③ 地域（病診）連携の推進 

新病院開院にあたり「病診連携室」「ソーシャルワーカー室」「がん相談支援センター」等

を集約し、病院の顔として「患者サポートセンター」を新設した。引き続き、地域医療機関・
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介護福祉機関・行政機関等との連携を強化し、地域完結型医療を推進していく。特に、高稼

働・高機能で推移している大橋病院にとっては、急性期にも対応できる後方支援病院の充実

が重要であり、地域医療機関への訪問活動や広報活動を強化し、地域医療連携協力機関（登

録医）800 医療機関をめざす。 

なお、令和 2 年 2 月からは、通常の診療・検査紹介に加え「地域連携栄養指導」を開始し

ている。地域医療機関からの依頼にもとづき、大橋病院の管理栄養士が患者あるいはそのご

家族に栄養食事指導を実施し、地域中核病院としての知見を活かした地域貢献を行ってい

く。 

 

④ 経営基盤の確立と強化 

収入においては、外来・入院診療単価も順調に伸びており、高稼働・高効率な運営を行っ

ている。引き続き、この状況を維持しつつ、その他出来高収入(救急医療管理加算・総合評

価加算・栄養管理等加算・認知症ケア加算等)について着実に取得していく。支出において

は、診療科ごとの収支構造分析を各科のスタッフと共有しコスト意識を高めるとともに、特

に手術件数の大幅増により増加している診療材料費を注視しながら、引き続き購入量と単

価の適正化に努める。又、継続的に取り組んでいるコメディカル(事務職を含む)人件費につ

いては、全国的な課題である医療機関の「働き方改革」を踏まえながら、診療規模に適した

人員を検討していく。 

 

⑤ その他の主な取り組み 

令和元年 12 月より東京都災害拠点連携病院となり、災害発生時にも継続して医療を提供

できるよう取り組んでいる。大規模災害を想定したトリアージ訓練の実施のほか、教職員の

防災意識を高めるため、院内の防災防犯委員会にて防災便りの発行および講習会の開催を

行う。 

 

（４）佐倉病院 

① 患者サービス 

患者満足度調査、紹介患者満足度調査を実施し、抽出された課題から医療サービスの改善

および質の向上を図り、患者から選ばれる病院となるよう努めていく。本年度は 6 月に病

院機能評価（Ver.2.0）の更新受審を控え、安全・安心の担保・向上に向けて病院機能を再評

価する機会とするべく病院一丸となって準備を進めており、病院としての質の向上をめざ

す。 

 

② 医療の質の向上 

手術室が非常に高い稼働率で運用されていることから、手術待ち日数の短縮に向けて手

術枠の見直しや手術室の増室等を検討する。令和 2 年 10 月には、前立腺がん等で主流とな
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ってきているロボット手術支援システム「ダ・ヴィンチ」の導入を予定しており、入院期間

の短縮、診療単価の向上、外科医および紹介患者獲得への効果が期待される。 

 

③ 地域（病診）連携の推進 

地域医療支援病院として、地域医療機関等との緊密な連携を行い、かかりつけ医と共に地

域住民によりよい医療を提供していく。又、臨床病理症例検討会や診療科ごとの地域医療連

携セミナーなどを定期開催するとともに、診療科責任者の医療機関への継続訪問を通して、

地域医師会・地域医療従事者との連携をさらに強化し、紹介・逆紹介を推進する。その他、

がん診療連携協力病院として、内視鏡治療、化学療法、外科治療、放射線治療、緩和ケア、

がん相談等のがん診療体制を充実させ、がん診療水準の向上を図る。 

 

④ 経営基盤の確立と強化 

各診療科との連携を一層強化することで救急患者受け入れ体制を整備し、救急車応需率

70%を目標に受け入れを増やす。令和元年 12 月には ICU に連結した透析室の整備拡充工

事が完了し、透析 7 床（うち個室 1 床）での治療を開始した。透析病床に加え、ICU、NICU、

GCU 等の特定入院料算定病床の稼働を促進し、高度医療の提供による収入増を図る。本年

度は引き続きリハビリテーション部門の増員および設備の機能拡張を検討し、脳血管疾患

等リハビリテーション料Ⅰの取得をめざすとともに、多様なニーズに対応する良質なリハ

ビリテーションを実施していく。又、DPC 入院期間Ⅱ（診断群分類ごとの全国平均在院日

数）以内の退院患者割合を高め、平均在院日数の短縮を図る。 

 

⑤ その他の主な取り組み 

 医師の初期臨床研修においては、研修教育の質の向上に向けて令和 2 年 1 月に卒後臨床

研修評価機構（JCEP）による臨床研修評価を受審し、その際に指摘を受けた項目の改善に

取り組んでいく。全職種による教育・指導体制等への評価が高まり、佐倉病院における研修

医採用は令和 2 年度もフルマッチとなった。後期研修医（専攻医）も増加傾向にあり、引き

続き教育病院として専門性の高い医療が提供できる人材の確保に努めていく。研究面にお

いては、共同研究室の整備拡張を行うなど、教職員の研究意欲を高め、さらに高度な研究を

推進して学内外に発信していく。 

なお、令和元年 10 月に発生した台風および集中豪雨により千葉県内が多くの被害を受け

た際には、佐倉病院でも他院重症患者の受け入れ、DMAT 派遣等の医療支援活動を行った。

この経験を基に、印旛地区の地域災害拠点病院として行政や医師会と連携しながら、現行の

BCP（事業継続計画）をより実践的なものにするべく検証を継続していく。又、ISO15189

受審準備にあわせて臨床検査・病理診断を充実させる。 
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（５）羽田空港クリニック・羽田空港第３ターミナルクリニック 

東京オリンピック・パラリンピック開催も間近に迫り、国際空港という公共性の高い施設

の医療機関として、その役割はさらに大きくなる。引き続き、両クリニックおよび大森病院

が連携して空港利用者および勤務者にやさしく安全で質の高い医療を提供していく。特に、

今後増えるとされる外国人受診者へ適切な対応をするため、電話通訳サービスや翻訳アプ

リ等を有効活用するとともに、職員の語学力の向上等、受診体制の強化を図る。さらに空港

内クリニックとして、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）など輸入感染症への対応強

化、防災訓練への積極的参加と災害時対応の見直しを行うとともに、関連機関との情報共有

により適切な対応を図る。広報面では、空港内のテナントに向けた健康ニュースの定期的な

配布やホームページでの情報発信を通じてクリニックの周知・利用促進を継続して行って

いく。その他、職場環境の改善と研修施設として学生・研修医の育成にも尽力していく。 

 

（６）病院経営収支分析の強化 

 ３病院の収支分析担当者、医事担当者と法人本部が一体となり、病院の共通課題および個

別課題に対して、診療・経営分析、情報共有を行っている。4 月より施行される診療報酬改

定については、病院運営戦略会議を中心に３病院・医学部・法人本部 が連携して対応を進

める。又、各病院の経営課題については、平成 31（令和元）年度より各病院で年 4 回開催

している経営会議等を通して、解決に向けた具体的施策に取り組んでいく。 

 

（７）３病院医師の確保（レジデント（専攻医）、研修医） 

 初期臨床研修からレジデントに至る臨床能力の向上をシームレスに行うため、令和 2 年

度より医学部 5 年生以降の学生に対し、診療参加型臨床実習を実施し充実を図る。さらに、

初期臨床研修から長期的なキャリア形成を把握して学部教育から医師としてのキャリア形

成を支援するため、卒業生に対してアンケートを実施する。又、他大学卒業生を含めたリク

ルート活動をより活性化すべく、全国規模での初期および後期研修の合同説明会へ継続し

て出展する。さらに医学部卒後臨床研修センターホームページや、３病院各診療科での研修

および研究内容を掲載する個別サイトをより充実させ、教育や研究内容の発信をより活性

化する。又、マンションの借上げ等を行い、専攻医の居住施設を拡充する。 

 

（８）３病院看護師等確保の活動および看護の質の向上に向けた取り組み 

 看護企画室は「採用セクション」「教育のキャリアセクション」に加えて本年度新設の「特

定行為研修セクション」の 3 セクションで看護師のキャリア形成を支援していく。 

採用については、学生の動向に注視しながら、インターンシップ参加促進を行うとともに、

本学看護学部・健康科学部の学生に対しては、３病院就職説明会や懇親会の開催を通し、本

校生の応募促進をめざす。 

教育面については、引き続き、キャリア段階に応じた各種研修を開催する。又、各看護部
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で実施している職務満足調査や早期退職者分析の結果をもとに、キャリア支援の側面から

分析し、教育支援の企画を検討する。学びやすい環境を整備し、学部・３病院と連携して看

護職のキャリア開発と勤務継続を支援していく。 

特定行為研修セクションでは、質の高い医療の提供をめざし、4 月より受講生の受け入れ

を始め、特定行為ができる看護師を育成していくにあたり、円滑な研修の運営に努める。 

  

４.管理経営 

（１）財政基盤の強化 

令和 2 年度は、収入面で前年度の額田医学生物学研究所解散に伴う大口寄付が剥落する

一方で、支出面では前中期経営計画（平成 27～30 年度）に将来の発展の礎となる教育や医

療に関わる大型投資を積極的に取り組んだ結果、減価償却費が高水準で推移するなか、医療

経費が相次ぐ高額新薬の登場を背景として想定を上回るピッチで増嵩を続けており、健全

な財政基盤の維持･強化に向けて、真の実力が試される年度となる。 

かかるなか、本法人の収入の 7 割以上を占める医療収入の増強に努めるとともに、コス

ト面も従来の枠に捉われず大胆に見直し、より筋肉質な収支構造を構築することで、基本金

組入前当年度収支差額 3.7 億円の黒字予算達成に向けて法人の総力を挙げて対応する。 

又、設備投資については一連の大型投資が一段落しており、減価償却費の範囲内に抑制す

ることで、引き続き手許資金の復元、借入金の圧縮を行い、令和 7 年度の創立 100 周年に

向けたバランスシートのさらなる健全化を進めていく。 

 

（２）経費節減プロジェクトの推進 

平成 25 年度から実質的な取り組みを開始した経費節減プロジェクトは、法人全体が一丸

となりコスト意識を高め、創意と工夫によりさまざまな業務の見直しや効率化に取り組ん

できた。8 年目を迎える令和 2 年度は、引き続き、各所属においては細やかな取り組みを進

めるとともに、法人主導項目を充実させ、法人全体に関わる支出の適正化、法人のスケール

メリットを生かしたコスト削減に取り組んでいく。 

 なお、平成 30 年度から開始した法人主導項目の一つである「委託費・消耗品費・印刷製

本費等の適正化プロジェクト」においては、新たに 3 病院の診療材料適正化も追加実施す

る。診療材料は、平成 26 年から 28 年度にかけて適正化プロジェクトを実施していたが、

医療の高度化により近年の医療経費が著しく増加していることに鑑み、改めて現状確認と

適正化に取り組む。 

 

（３）ガバナンス機能の強化に関する取り組み 

本法人は建学の精神「自然・生命・人間」を尊重し、教育・研究・医療を通じて社会に奉

仕・貢献することをミッションとしている。実現のため、現在進行中の中期経営計画では基

本方針として「アイデンティティ・クオリティの向上」、「実効的なガバナンス体制の構築」、
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「健全な収支バランスの確立による財政基盤の強化」を定め、理事長のリーダーシップの下、

理事会・監事・評議員会の機能を適切に発揮し、法人運営を遂行している。 

かねてより本法人では経営理念・経営ビジョンを法人内に示し、3 年ごとに中期経営計画

を策定するとともに毎年度、組織目標（年度運営方針）・事業計画を策定している。この度、

令和 2 年度の改正私学法の施行に伴い、さらなる運営基盤の強化と、教育の質の向上およ

び運営の透明性の確保を図るため、私立大学連盟の定めるガバナンスコードを導入し、段階

的に取り組んでいく。対象の所属では、コード要件に対応する具体的施策と目標を設定し、

その進捗状況を組織目標シートで報告する管理体制を整え、令和 2 年度の組織目標より各

種取り組みを推進していく。 

 

（４）アイデンティティ強化のための広報施策 

① 広報施策の強化 

 東邦大学の認知度向上を目的に、公開講座やイベント、研究や活動など独自の取り組みを

プレスリリースとして配信している。本学で培われた知見を広く社会へ公開することは社

会貢献につながるものと考えている。引き続き学内意識の啓発を行い、プレスリリース数お

よびメディア掲載数の増加に努める。年度の初めには各所属の広報担当者・Web 担当者に

よる広報連絡会を開催し、法人全体で一体感のある広報活動を展開するべく情報共有と学

内連携を図る。特に、本年度は東京オリンピック・パラリンピックの開催に際し、羽田空港

の両クリニック、大森病院と協力し、戦略的な広報活動を推進する。 

 

② ホームページの充実 

 本法人各施設ホームページのアクセス数は、2019 年度 4～2 月累計で延べ 2,514 万件（大

学 1,539 万件、病院 654 万件、両中高 321 万件）、前年同期間比約 237 万件増と年々増加

しており、情報発信ツールとして益々その重要性を増している。中でも、アーカイブしたプ

レスリリースのアクセス数が大きく増加していることから、ニーズに沿ったコンテンツの

充実でプレスリリース等との相乗効果を図り、積極的な運用を進めていく。又、令和 2 年度

は、令和元年度より推進している３病院の診療科のプライベートサイトのうち 32 科を完成

させ、研修医・地域医療機関等の利用者にとって利便性の高いサイトをめざす。サイト運用

においては、外部委託を活用しつつ、各所属での操作説明会を実施するなど更新作業可能な

人材を育成し、迅速な情報公開と更新頻度の向上をより一層強化する。 

 

（５）「学校法人東邦大学広報」による法人情報の発信 

 令和元年 6 月号より開始した理事長執筆「東邦大学のルーツをたどる 第 3 部 ―東邦大

学のあゆみ―」では、本法人の学部・学校・病院の成り立ちを当時の背景とともに順次紹

介し、好評いただいていることから、引き続き連載していく。新連載企画としては、本学

の前身である帝国女子医学専門学校卒業生を中心にハンセン病患者として隔離された歌人
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と生き別れた家族の話が東京新聞に全 19 回で連載されたことを受け、著者（谷岡聖史氏）

および新聞社の承諾の元、同作を令和 2 年 1 月号より 7 回に分けて転載する。又、羽田戦

略特区プロジェクト（羽田空港跡地再開発推進計画）について進捗・経過等をタイムリーに

紹介する。 

 

（６）産学連携の推進 

 高い専門性を有する委託会社との連携のもと、学外組織との産官学連携の推進強化を実

現し、継続的な協力関係を構築する。特に、羽田空港跡地のまちづくり推進計画に向け、先

行事例等の情報収集、分析を行い、大田区イノベーション活性化を踏まえた産学連携・医工

連携の展開について具体策を策定する。さらに、学内の研究ニーズおよびシーズに関する情

報を効率的に収集し、それらを共同研究さらには特許出願に展開するとともに、AMED を

はじめとした特許出願を必須とする研究資金の獲得支援により、知的財産の出願件数の増

加を図る。又、継続的かつ安定的な研究資金確保を目的として、私立大学等改革総合支援事

業といった各種研究助成金の獲得に向けてより具体的な方策を立て運用体制を検討する。 

 

（７）額田記念東邦大学資料室の充実 

 開室 10 周年を迎える本年は、記念式典および記念展示を開催し、本学の伝統および建学

の精神に対する理解を深めてもらう契機とする。習志野メディアセンターや各学部ホーム

カミングデー等での出張展示、ホームページでの情報公開を行うことで同窓生を含む学内

関係者、学外に向けた広報活動を推進する。 

 

（８）羽田空港跡地再開発推進計画について 

令和 4 年の事業開始に向けて準備を進めている。羽田戦略特区プロジェクト委員会にお

いて、本学が賃借予定のフロアを効率的に運用できるように、定期的にコアメンバーによる

会議を開き設計図面の詰めの作業を行っている。又、昨夏に羽田空港跡地第 1 ゾーンは

「HANEDA INNOVATION CITY」と名付けられ、令和 2 年 7 月には、まち開き（先行

開業）することが決定し、先端モビリティセンターや研究開発拠点の一部、区施策活用スペ

ースやライブホール等が開業することとなった。本学の事業展開はその 2 年後となるが、

本プロジェクトの 3 本柱である「予防医療」「先端医療」「医工連携」を推進するために前年

に引き続き関係各所と打ち合わせを行っている。 

 

（９）軽井沢山荘の建替 

 軽井沢山荘は、帝国女子医学専門学校第１回卒業生である星野禮子様（星野リゾート現代 

表の祖母上）よりご寄付頂いた土地に昭和 40 年に落成した。近年は施設の老朽化が進み、 

平成 27 年度以降利用希望者は殆ど無い状況であったが、経緯を知る星野リゾートから、同

社が近隣に保有する土地・建物との等価交換等の具体的な提案が寄せられたため、新軽井沢
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山荘開設に向けて計画を進めている。本年度は既存山荘の売却および移転先の土地の購入、

新規山荘プラン確定のうえ、年度内の竣工、引き渡しをめざす。 

 

（１０）株式会社東邦キャンパスサービスの動向 

 学校法人東邦大学との連携を一層強化し、教育・研究・医療の各分野でそれぞれのニーズ

に沿ったサービスを提供することで、法人運営をサポートする。令和 2 年度は、診療報酬改

定による医療材料・治療薬の価格見直しに伴う価格交渉を法人本部と３病院の薬剤部長お

よび用度課と連携して進め、医療経費圧縮への貢献をめざす。又、平成 30 年度より稼働し

ている大橋病院駐車場の安定運営を図るため、管理会社と本年度契約更新である平面駐車

場の価格交渉を行っていく。 

以上 


